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ハイライト

売上高は、メディア仕入額の減少や
商品開発分野等において的確な支援が果たせなかったことにより減少

営業利益は、売上高及び原価率低下により、前年同期比減益
売上高8,166百万円（前年同期比11.5%減） 営業利益468百万円（同26.7%減）

第3四半期実績は、業績予想に対し、

遅れが見られるため業績予想を下方修正し、立て直しを図る

売上高、営業利益ともに大幅な遅れが見られるため業績予想の下方修正
通期見通し（対2011年4月14日公表 通期見通し）
売上高 34,703百万円（増減率 △13.5%）
営業利益 2,072百万円（増減率 △31.3%）

1章 2012年2月期第3四半期実績

2章 2012年2月期進捗状況及び通期見通し

3章 中期事業戦略及び新規事業への取組

中期事業戦略に変更はなし。
既存事業の拡大に加え、新規事業への取組も始め、さらなる事業拡大を目指す。
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1章 2012年2月期第3四半期実績

1,012
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売上高前年同期比11.5％減、売上総利益同20.0％減、営業利益同26.7％減
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11/2期
第3四半期

（実績）

12/2期
第3四半期

（実績）

差額 増減率

売上高 9,230     8,166     △1,063 △11.5%
売上原価 8,217     7,356     

（売上比） (89.0%) (90.1%)

売上総利益 1,012     810        
（売上比） (11.0%) (9.9%)

販管費 373        341        
（売上比） (4.0%) (4.2%)

営業利益 639        468        
（売上比） (6.9%) (5.7%)

経常利益 640        471        
（売上比） (6.9%) (5.8%)

当期純利益 377        277        
（売上比） (4.1%) (3.4%)

△100

△169

△170

△32

△26.4%

△26.6%

△8.7%

△26.7%

△10.5%

△20.0%△202

△861

業績サマリー②

（単位：百万円）

1章 2012年2月期第3四半期実績

売上高前年同期比11.5％減、売上総利益同20.0％減、営業利益同26.7％減
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売上高前年同期比11.5％減、売上総利益同20.0％減、営業利益同26.7％減

四半期毎の業績推移
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売上高

（単位：百万円）

1章 2012年2月期第3四半期実績

売上高は、メディア仕入額の減少や
商品開発分野等において的確な支援が果たせなかったことにより減少

11/2期
第3四半期

（実績）

12/2期
第3四半期

（実績）

差額 増減率

売上高 9,230     8,166     △1,063 △ 11.5%
ソリューション売上 9,150     8,099     

（売上比） (99.1%) (99.2%)

商品売上 79          66          
（売上比） (0.9%) (0.8%)

△ 11.5%

△ 16.7%

△1,050

△13
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11/2期
第3四半期

（実績）

原価
構成比

12/2期
第3四半期

（実績）

原価
構成比

増減率

売上原価合計 8,217     7,356     
（売上比） (89.0%) (90.1%)

媒体費（メディア仕入） 6,952     6,168     
（売上比） (75.3%) (75.5%)

テレビ番組 4,879     4,627     
（売上比） (52.9%) (56.7%)

テレビCM 1,828     1,382     
（売上比） (19.8%) (16.9%)

その他 244        159        
（売上比） (2.6%) (2.0%)

外注費 1,195     1,126     
（売上比） (12.9%) (13.8%)

商品原価 70          61          
（売上比） (0.8%) (0.8%)

売上総利益 1,012     810        
（売上比） (11.0%) (9.9%)

△20.0%

3.0%

14.5%

0.9%

△24.4%

△5.2%

△11.3%

△10.5%100.0%

83.9%

62.9%

18.8%

△12.2%

△5.8%

△34.6%

100.0%

84.6%

2.2%

15.3%

0.8%

59.4%

22.3%

テレビCM枠や一部テレ

ビ番組枠価格が当社の
想定を上回ったことによ
り、見込み通りの仕入が

果たせなかったこと
及び一部効率の悪いテ
レビ番組枠（29分等）を

返還したことにより減少

売上原価 売上総利益

売上原価は、テレビCM市場の活況に伴い、テレビCM枠や一部テレビ番組枠価格が

当社の想定を上回ったことにより、見込み通りの仕入が果たせなかったこと
及び一部効率の悪いテレビ番組枠（29分等）を返還したことにより減少

売上総利益は、前年同期比20.0%減

1章 2012年2月期第3四半期実績

（単位：百万円）

折込広告減少
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11/2期
第3四半期

（実績）

12/2期
第3四半期

（実績）

差額 増減率

販管費 373        341        
（売上比） (4.0%) (4.2%)

人件費 190        171        
（売上比） (2.1%) (2.1%)

減価償却費 10          14          
（売上比） (0.1%) (0.2%)

その他 172        155        
（売上比） (1.9%) (1.9%)

営業利益 639        468        
（売上比） (6.9%) (5.7%)

第3四半期末　従業員数 88名 107名 19名 +21.6%

+3

△16

△170

△32

△19

+33.1%

△9.7%

△26.7%

△8.7%

△10.1%

販管費 営業利益

販管費は、前年同期比8.7％減

コスト削減努力により販管費抑制に努めつつも
人員採用は引続き積極的に実施し、正社員数は同21.6％増

1章 2012年2月期第3四半期実績

（単位：百万円）

+
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第3四半期累計業績サマリー①

売上高 売上総利益 営業利益

12/2期
第3四半期

累計

11/2期
第3四半期

累計

10/2期
第3四半期

累計

12/2期
第3四半期

累計

11/2期
第3四半期

累計

10/2期
第3四半期

累計

12/2期
第3四半期

累計

112期
第3四半期

累計

10/2期
第3四半期

累計

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

25,044 3,138
2,751

3,572

2,092
1,654

2,684△4.4％
△12.3％

△20.9％
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27,742

第3四半期累計は前年同期に対し売上高、利益ともに減少
売上高前年同期比4.4％減、売上総利益同12.3％減、営業利益同20.9％減

1章 2012年2月期第3四半期実績

30,000

26,514
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第3四半期累計業績サマリー②

（単位：百万円）

第3四半期累計は前年同期に対し売上高、利益ともに減少
売上高前年同期比4.4％減、売上総利益同12.3％減、営業利益同20.9％減

11/2期
第3四半期累計

（実績）

12/2期
第3四半期累計

（実績）

差額 増減率

売上高 27,742     26,514     △1228 △4.4%
売上原価 24,604     23,763     

（売上比） (88.7%) (89.6%)

売上総利益 3,138       2,751       
（売上比） (11.3%) (10.4%)

販管費 1,046       1,096       
（売上比） (3.8%) (4.1%)

営業利益 2,092       1,654       
（売上比） (7.5%) (6.2%)

経常利益 2,099       1,661       
（売上比） (7.6%) (6.3%)

当期純利益 1,237       957          
（売上比） (4.5%) (3.6%)

△20.9%

△22.6%

△3.4%

△12.3%

+4.9%

△20.9%

△438

△279

△841

△387

+50

△438

1章 2012年2月期第3四半期実績
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11/2期
第3四半期累計

（実績）

12/2期
第3四半期累計

（実績）

営業キャッシュフロー 207 260
投資キャッシュフロー △2,473 137
財務キャッシュフロー 5 △251
現金及び現金同等物四半期末残高 1,030 1,257

財務状況

11/11末11/2末

引き続き、盤石な財務基盤を維持
※東洋経済2011年12月17日号「新・企業力ランキング」で全上場企業3594社中24位にランクイン

税引前四半期純利益計上 1,627百万円
仕入債務の減少 △373百万円
売上債権の減少 143百万円
法人税等の支払 △1,190百万円

（単位：百万円）

資産 負債・純資産

買掛金の減少
△373百万円

未払法人税等の減少
△512百万円

現金及び預金の減少
△53百万円

売掛金の減少
△143百万円

流動資産 固定資産
流動負債 純資産

利益剰余金の増加
+806百万円

自己株式の増加
△103百万円

（単位：百万円）

10,866

10,564

301

7,396

3,563

固定負債

27

（単位：百万円）

11/11末11/2末

キャッシュ・フロー
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10,988
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8,000

貸借対照表

10,988

10,750 

237 

8,102

2,686

77

1章 2012年2月期第3四半期実績

配当金の支払 △149百万円
自己株式の取得による支出 △103百万円

10,866
12,000

12,000

無形固定資産の増加
+37百万円
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2012年2月期 通期進捗率

業績予想に対し、大幅な遅れが見られる

2章 2012年2月期進捗状況及び通期見通し

（単位：百万円）

12/2期
第3四半期累計

（実績）

12/2期
通期（予）

11/4/14公表

進捗率

売上高 26,514    40,102     66.1%

営業利益 1,654      3,018       
（売上比） (6.2%) (7.5%)

経常利益 1,661      3,018       
（売上比） (6.3%) (7.5%)

当期純利益 957         1,726       
（売上比） (3.6%) (4.3%)

55.0%

54.8%

55.5%
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通期業績予想の修正

現状を鑑み、通期見通しを下方修正
第4四半期はテレビCM枠仕入の積極化を推進

（単位：百万円）

2章 2012年2月期進捗状況及び通期見通し

12/2期
第3四半期累計

（実績）

12/2期
通期（予）

11/4/14公表

12/2期
新（予） 増減額 増減率

売上高 26,514     40,102    34,703     △5,398 △13.5%
営業利益 1,654       3,018      2,072       

（売上比） (6.2%) (7.5%) (6.0%)

経常利益 1,661       3,018      2,080       
（売上比） (6.3%) (7.5%) (6.0%)

当期純利益 957          1,726      1,183       
（売上比） (3.6%) (4.3%) (3.4%)

△938 △31.1%

△543 △31.5%

△945 △31.1%
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顧客企業の動向

売上規模別顧客企業数

2.5億円以上 1.25億円以上2.5億円未満

0.5億円以上1.25億円未満 0.5億円未満

（単位：社）
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顧客企業の媒体出稿意欲は引き続き堅調
新しい業種への積極的な取組みにより、新規顧客企業数も着実に増加
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売上上位5社シェア

（単位：百万円）
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メディア仕入の動向

テレビ番組 テレビCM その他メディア （単位：百万円）
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1,000
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2,000

3,000

1,841

345

4,4714,434

1,334
1,488

4,728
5,050

1,671

267179 188 270

1,674

4,710

メディア仕入は、テレビCM市場の活況に伴い、テレビCM枠や一部テレビ番組枠価格が

当社の想定を上回ったことにより、見込み通りの仕入が果たせなかったこと
及び一部効率の悪いテレビ番組枠（29分等）を返還したことにより減少

しかし、顧客のテレビを中心としたメディアへのニーズは引き続き強いため、
テレビCM枠の仕入をより積極的に推進中

メディア仕入推移

2章 2012年2月期進捗状況及び通期見通し

4,9004,879 4,8954,943
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1,828 2,086
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＜経営方針＞

ダイレクトマーケティング支援事業における圧倒的No.1地位の確保

ダイレクトマーケティング市場全体への事業進出

＜中期事業戦略＞

第1フェーズ ● 事業概要の確立
● 信用力、知名度の拡充

第2フェーズ
● 既存事業の拡大への取組
● ソリューションサービスの強化
● クロスメディア展開の推進

第3フェーズ ● 消費者向け事業への取り組みに着手
● 海外でのダイレクトマーケティング支援サービス展開を検討

経営方針と中期事業戦略

経営方針の下 2010年2月期からを第2フェーズと位置づけ事業展開

戦略に変更なし

3章 中期事業戦略及び新規事業への取組
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既存事業の拡大及び新規事業への取組

3章 中期事業戦略及び新規事業への取組

新しい業種（会員獲得型サービス等）
への積極的な取組を開始

①インターネット（ランディング
ページ）、ナマコマへの取組

②ラジオ、新聞、折込の強化

案件ベースで海外での
ダイレクトマーケティング支援サービス

を開始

①受注、効果分析ツールの運用開始

②CRMサービスのテストラン開始

既存事業拡大への取組

海外での
ダイレクトマーケティング
支援サービス展開開始

クロスメディアサービスの強化

ソリューションサービスの強化
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自己株式取得の結果
3章 中期事業戦略及び新規事業への取組

上限株数の買付完了
株主還元策は、今後も継続して検討

取得対象株式の種類 当社普通株式

取得した株式の総数 150,000株（上限）

　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　1.99％）

株式の取得価額の総額 １億4,785万4,100円

取得期間 平成23年10月4日～平成23年12月14日

取得方法 市場買付

取得に係る事項の内容
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（単位：社）

売上規模別顧客企業数
参考資料

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期

第4
四半期

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期

第4
四半期

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期

2.5億円以上 7 9     10       9 9 11 11 12 10 9 8

1.25億円以上～2.5億円未満 4 2       3       3 6 4 5 6 6 5 6

0.5億円以上～1.25億円未満 8 11       9       5 8 8 7 5 8 15 12

その他 26 26     31     33 31 32 40 39 41 38 42

合計 45 48     53     50 54 55 63 62 65 67 68

12/211/210/2
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会社概要

 設立 2006年3月
 本社 東京都港区芝公園二丁目4番1号
 代表者 CEO 妹尾 勲、COO 丸田 昭雄

 事業内容 テレビ通信販売を中心としたダイレクトマーケティング支援事業

 資本金 634百万円（2011年11月末時点）

 発行済株式数 7,534,500株（2011年11月末時点）

 従業員数 107名（2011年11月末時点）

テレビやインターネット等のメディアに電話番号やURL等のコンタクト先を

明示し、電話やEメール等で消費者と直接型・対話型のコミュニケーション

をとり商品やサービスを販売する活動

ダイレクトマーケティングの定義

参考資料
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私たちは・・・顧客の商品･サービスが消費者と正しく絆を結ぶために、
全身全霊で課題を解決する企業として社会に貢献いたします。

企業理念・社是・経営理念

企業理念

『消費者の喜びは、クライアントの喜びであり、私たちの喜び』社是

経営理念 Speedy  Going Concern  Innovation  

参考資料
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事業領域

ダイレクトマーケティングのバリューチェーン



価
格
設
定



商
品
選
定



表
現
物
制
作



コ
ン
セ
プ
ト
設
定



メ
デ
ィ
ア
枠
提
供



出
稿
計
画
立
案



受
注
管
理



受
注
方
法
設
定



配
送
デ
ー
タ
加
工



受
注
デ
ー
タ
加
工



代
金
回
収
方
法
設
定



配
送
方
法
設
定



継
続
販
売
計
画
立
案



顧
客
満
足
度
向
上
策
立
案



事
業
計
画
立
案



事
業
戦
略
立
案



事
業
将
来
予
測


媒
体
効
率
分
析

当
社
が
提
供
す
る

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
メ
ニ
ュ
ー
例

顧
客
管
理

物
流
・
決
済

情
報
加
工

効
果
分
析

受
注

媒
体
選
定

表
現
企
画

事
業
計
画

商
品
開
発

ダイレクトマーケティング事業に必要な多機能をトータルで提供

参考資料
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テレビ通販に必要なサービスを仕入先・外注先から仕入・外注し
当社独自ノウハウを加え 顧客企業のダイレクトマーケティング事業を総合的に支援

仕入先・外注先
顧客企業

（販売事業者）
トライステージ

企画提案
各種サービス

サービス代金
仕入・外注費

消費者

商品

商品代金

・広告代理店
・媒体社

番組制作会社

コール
センター

物流会社

etc

当社のビジネスモデル
参考資料
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競争優位性の源泉（強み）

豊富なテレビ番組放送枠 受注管理ノウハウの提供 データ・情報の分析力

先行仕入れ
大量一括仕入れ
期間継続仕入れ

コールセンターの一括外注管理

媒体コストの低減による
費用対効果の最大化

消費者と商品のライフタイムバリュー
（顧客生涯価値）の最大化

効果的な
媒体選定・表現企画の実現

データ分析に基づくトータルソリューションの提供

ダイレクトマーケティング実施企業のビジネス拡大に貢献

①効率的なコールセンター管理

②顧客対応・スクリプト（トークマニュアル）

独自開発の定量評価システム

①媒体：メディアレーション

②コンテンツ：モニタリングシステム

③受注：各種データ評価システム

参考資料
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第2フェーズの戦略

ラジオ
新聞
雑誌
PC

モバイル
OOH

テレビ番組
テレビCM

事業計画、表現企画、媒体選定、受注、効果分析商品開発 情報加工、物流・決済、顧客管理

その他

取扱メディア

ダイレクトマーケティング支援事業領域

生活雑貨
ビューティー

健康食品

業種

1.既存事業拡大への取組

3．クロスメディア

サービスの強化

2.ソリューション

サービスの強化
提供サービス

今期も引き続き中期事業戦略第2フェーズを中心と位置づけ事業展開する
第２フェーズにおいては テレビ通販支援を中心とした既存事業の拡大

及びダイレクトマーケティング支援の事業領域を拡大し
ダイレクトマーケティング支援において圧倒的No.1の確保を目指す

第2フェーズの戦略概念図

参考資料



30

【資料更新】地上波テレビ通販の番組放送枠に対する当社シェア

地上波のテレビ通販の番組放送枠
3分 4分 14分
29分 54分 等

出所：当社調べ 2010年8月、12月
2011年3月の無作為3週間平均

出所：当社調べ 2010年12月、2011年
3月、6月の無作為3週間平均

当社シェア 他社シェア

30.5％

2011年3月末 2011年6月末

当社の地上波のテレビ通販の番組放送枠の市場シェアは、30%強であり
他BS/CS/CMも含めテレビ通販の番組枠はまだあり、さらなるシェアの拡大は見込める

参考資料

31.6％

2011年9月末

出所：当社調べ 2011年3月、6月、
9月の無作為3週間平均

31.9％
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【資料更新】ダイレクトマーケティング市場（物販）の動向

38,666

42,452

46,055

49,372

53,684

60,930

20,914

34,042

29,837
26,910

24,710
23,131

21,679

59,522
57,492

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

テレビ通販専門
チャンネルの台頭オンライン通販が

相次いで開設

PC、インター
ネットの普及 BS/CSデジタル放送開始

（見込） （予測） （予測）

2012年度の通販市場（物販）は 約6兆円を予測
右肩上がりの拡大基調が続くと予想される。

出所： 「通販・e-コマースビジネスの実態と今後 2011-2012 市場編」 2011年11月 株式会社富士経済

（億円）

参考資料
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その他

54%

小売拠点

インター
ネット

【資料更新】テレビ通販市場の動向

1,714

3,747
3,557

3,074

2,595

2,198

1,890

4,321
4,150

4,003
4,225 4,292

3,906

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

【メディア別シェア】 【テレビ通販市場の推移】

テレビ通販専門
チャンネルが台頭

（見込）（予測）（予測）

インターネット通販、テレビ通販、モバイル通販が売上を拡大
テレビ通販市場は堅調に推移

出所： 「通販・e-コマースビジネスの実態と今後 2011-2012 市場編」 2011年11月 株式会社富士経済

参考資料

横ばい若しくは

微増傾向と予測

2011年（見込）
5.7兆円

前年比+7.1％

２％
１％

26%

7%

10%

カタログ

モバイル

テレビ
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FAQ（よくいただくご質問）

・消費者の消費行動は、屋外消費から屋内消費へとシフトしつつあり、ダイレクトマーケ

ティング市場の成長率は鈍化傾向にあるものの、堅調に推移していくと見込まれます。

・現在、完全競合企業と認識し得る企業は見当りません。

・今後については可能性は否定できないものの、当社は長年の経験に基づくノウハウ
を保持しており、また今後もスキルNo.1を堅持するべく切磋琢磨していくため、

当社の優位性（シェア、スキル、ノウハウ、人材等）は揺るがないと考えております。

通販市場の成長は続くのか？

新たな競合企業が出てくる
可能性は？

・クロスメディア化のメリットは、①新たな市場、顧客の獲得による業績の拡大、

②クロスセルによる売上の相乗的増加、③業績の変動リスクの低減であります。

クロスメディア化により、業績の拡大とリスクの低減の両方が達成できると考えます。

・毎年積極的に新卒採用及び中途採用を行い、年齢層の平準化を図ってまいります。

・社内システムへの投資、クロスメディア展開の推進等、事業拡大のための投資を

行ってまいります。

クロスメディア化の推進で、
業績はどのように変化するか？

今後の増員（コンサルタント）計
画、投資計画（資金ニーズ）は？

・①提供サービスにより発生した費用に、顧客企業の売上等の成果に応じ販売価格を

変動させ決定するもの、②提供サービスにより発生した費用に一定の手数料を上乗
せて販売するもの、③顧客企業の売上に一定の料率を乗じて販売するもの、の3種
類の方法があります。

顧客企業の売上の立て方は？

参考資料
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お問い合わせ

検索

http://www.tri-stage.jp/URL
03-5402-4111TEL

〒105-0011
東京都港区芝公園2-4-1 B館4階

所在地

株式会社トライステージ
経営管理部

担当

参考資料
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本資料の取扱について

本資料に記載されております当社の将来の業績に関わる見通しに

つきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が独自に

予測したものであり、リスクや不確定な要素を含んでおります。

従いまして、見通しの達成を保証するものではありません。

当社の内部要因や、当社を取り巻く事業環境の変化等の外部要

因が直接的又は間接的に当社の業績に影響を与え、本資料に記

載した見通しが変わる可能性があることをご承知おき願います。


